
　　長崎県県央振興局

県 央 要 覧

２０１６

                                          諫早湾干拓地



は じ め に 

 

長崎県のほぼ中央に位置する県央地域は、東は有明海、西は大村湾、南は橘湾と、それぞれ

特長を持つ３つの海に囲まれ、北には県立公園の多良岳が聳え、豊富な水と豊かな自然環境に

恵まれています。多良山系の白木峰高原、山茶花高原、轟峡、野岳湖等では、豊かな自然を生

かした観光振興の取り組みも進んでおり、轟峡は全国名水百選のひとつにもなっています。 

県央振興局は、地方機関の再編により、県央地区・長崎地区・島原地区にあった９つの事

務所を再編･統合し、平成２１年４月に諫早市に開局しました。県央地域は県内外を陸路・空

路で結ぶ交通の拠点として重要な位置を占め、本地域の交通体系の整備は、本県の発展のた

めに欠かせないものとなっており、九州新幹線西九州ルートの開業に向けた島原道路に代表

する幹線道路やまちづくりと連携した街路・道路の整備等に積極的に取り組んでいます。 

また、県内唯一の一級河川である本明川をはじめ多数の河川を有しており、河川改修や治

山事業など防災対策についても事業の促進に努めています。 

農林業分野では、担い手の減少や高齢化、生産資材の高騰など多くの課題を抱えておりま

すが、地域の重要な基盤産業となる農業を目指して、品目別戦略を再構築、担い手の確保対

策、個別経営体の経営力強化、加工・流通・販売対策の強化など、様々な取り組み進めると

ともに、諫早湾干拓地における大規模環境保全型農業の推進や、優良農地の基盤整備、県産

木材の生産・流通拡大等による農林業の活性化に努めています。 

 保健分野においては、地域住民の健康増進、疾病予防、医療供給体制の充実を図るととも

に、環境汚染、食中毒、感染症、毒物劇物等の重大な健康被害の発生防止など健康危機管理

体制の強化に取り組んでいます。 

 また、「鳥インフルエンザ」や「口蹄疫」などの家畜伝染病の発生防止にも、細心の注意を

払いながら県をあげて取り組んでいます。 

 さらに今年は、諫早市で総合開会式が行われる「ねんりんピック長崎２０１６」の開催を

秋に控え、県内外から多数の選手及び関係者を迎えるため、万全な体制を整えていくととも

に、今後とも、より地域に密着した振興局を目指し、関係市町及び関係機関との連携を密に

し本地域の発展のため、様々な取り組みを進めてまいります。 

 

平成２８年７月 

長崎県県央振興局長   川口 岩継 
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１．人口・面積 

 
県央地区の人口の推移をみると、昭和 45 年から平成 17 年までは増加し、平成 2７ 年は前回調

査（H22）と比較して約 320 人の減少となっています。 

平成 27 年国勢調査（速報集計）における人口は、諫早市 138,136 人、大村市 92,812 人で

県央地区では 230,948 人となっています。 

県央地区の面積は 468.49ｋ㎡で県全体の 11.34％ですが、人口は県全体の 16.2％を占めてい

ます。 
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（平成27年国勢調査 速報集計） ※平成12年度以前の国勢調査のデータは、諫早市の合併前の自治データを集計したもの
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0～14歳 15～64歳 65歳以上

（228千人）

（232千人）

（231千人）

（平成22年国勢調査）

（単位：人）

H22 H27 増減 H28※

長 崎 県 1,426,779 1,377,780 -48,999 1,368,057

県 央 地 区 231,269 230,948 -321 230,430

諫 早 市 140,752 138,136 -2,616 137,522

大 村 市 90,517 92,812 2,295 92,908

県央地区人口

（平成27年国勢調査）

※長崎県統計課推計人口（平成28年5月1日）

面積（k㎡） 比率

長 崎 県 4132.32

県 央 地 区 468.49 11.34%

諫 早 市 341.83 8.27%

大 村 市 126.66 3.07%

（国土地理院 平成27年全国都道府県市区町村別面積調）

県央地区面積

 



２．産業構造 

県央地区の産業構造は、就業人口・総生産額ともに第三次産業の割合が最も高く、総生産は増加傾

向にあります。 

人口一人当たりの所得額は、県全体と比べると若干上回っております。 

産業別就業人口 

（平成 22年国勢調査） 

産業構造別総生産

1,143億円（2.6%）

1,135億円（2.6%）

8,063億円

（18.4%）

8,059億円

（18.3%）

3兆4,335億円

（78.2%）

3兆4,489億円

（78.3%）

387億円

（0.9%）

351億円

（0.8%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年

平成24年

長崎県

4兆4,034億円

4兆3,928億円

118億円（1.5%）

130億円（1.7%）

2,296億円

（29.1%）

2,305億円

（28.0%）

5,575億円

（70.6%）

5,600億円

（70.0%）

69億円

（0.9%）

－33億円

（-0.4%）

-20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年

平成24年

県央地区

7,995億

7,900億

879億円（1.7%）

89億円（1.7%）

1,616億円

（32.2%）

1,792億円

（34.9%）

3,272億円

（65.2%）

3,282億円

（63.8%）

44億円

（0.9%）

－22億円

（-0.4%）

-20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年

平成24年

諫早市

5,141億円

5,020億円

31億円（1.1%）

34億円（1.2%）

519億円

（18.0%）

513億円

（18.0%）

2,303億円

（80.0%）

2,318億円

（81.2%）

25億円

（0.9%）

－11億円

（-0.4%）

-20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成25年

平成24年

大村市

2,854億円

2,854億円

輸入品に課される税・関税等第一次産業 第二次産業 第三次産業
 

（平成 2５年度長崎県市町民経済計算） 
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人口一人当たりの所得額 

 

2,527（104.5%）

2,672（110.5%）

1,858（76.8%）

2,155（89.1%）

2,239（92.6%）

2,111（87.3%）

2,504（103.5%）

2,747（102.3%）

1,980（81.9%）

1,978（81.8%）

3,323（137.4%）

2,129（87.2%）

2,074（85.7%）

2,350（94.7%）

2,239（92.6%）

2,101（91.0%）

2,413（88.4%）

2,468（102.0%）

2,123（88.4%）

2,385（98.6%）

2,569（105.2%）

2,440（100.9%）

2,419（100.0%）
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佐世保市

長崎市

県央地区

長崎県計

（平成25年度長崎県市町民経済計算）

（単位：千円）
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３．管内市の財政状況 

 

平成 2６年度の県央地区の普通会計歳入決算額は、約 1,035億円で、県全体（県下全市町の合

計）約 7,589億円の 13.6％を占めています。 

その内訳は、地方交付税 23.３％（県全体 2８.９％）、地方税 25.６％（同 20.６％）、国庫支出

金 16.６％（同 17.３％）、地方債８.２％（同 11.２％）県支出金８.３％（同７.１％）となってお

り、県全体と比べ、地方税はやや高く、地方交付税・国庫支出金は低い割合になっています。 

また、普通会計歳出決算額は、約 1,011億円となっており、県全体約 7,397億円の 1３.６％を

占め、その内訳は、普通建設事業費 1２.３％（同 14.５％）、人件費 12.６％（同 1３.７％）、扶助

費 2４.９％（県全体 2３.４％）、公債費 11.７％（同 1２.４％）、補助費等 1２.5％（同９.１％）、

物件費 8.５％（同 10.６％）となっています。 
 

地方交付税, 6,514 

地方交付税, 17,572 

地方交付税, 24,086 

地方交付税

219,160 

10,653 

15,822 

26,476 

地 方 税

156,420 

7,150 

10,018 

17,168 

国庫支出金

131,514 

3,564 

4,893 

8,456 

地方債

84,922 

3,469 

5,097 

8,566 

県支出金

53,826 

7,087 

11,717 

18,804 

その他

113,147 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大村市

諫早市

県央地区

長崎県

平成２6年度歳入決算額

(単位：百万円)

28.9％

23.3％

27.0％

16.9％

20.6％ 17.3％ 11.2％ 7.1％ 14.9％

25.6％ 16.6％ 8.2％ 8.3％ 18.2％

24.3％ 15.4％ 7.5％ 7.8％ 18.0％

27.7％ 18.6％ 9.6％ 6.9％ 22.2％

758,989

103,556

65,119

38,436

 

5,435 

6,967 

12,402 

普通建設事業費

107,059 

5,042 

7,667 

12,709 

人件費

101,671 

10,278 

14,870 

25,147 

扶助費

173,047 

2,825 

8,977 

11,801 

公債費

91,776 

4,616 

8,048 

12,664 

補助費等

67,308 

3,221 

5,342 

8,564 

物件費

78,209 

5,700 

12,174 

17,874 

その他

120,710 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大村市

諫早市

県央地区

長崎県

平成２6年度歳出決算額
(単位：百万円)

739,780

101,161

64,045

37,117

14.5％ 13.7％ 23.4％ 12.4％ 9.1％ 10.6％ 16.3％

12.3％

10.9％

14.6％

12.6％

12.0％

13.6％

24.9％

23.2％

27.7％

11.7％

14.0％

7.6％

12.5％

12.6％

12.4％

8.5％

8.5％

8.7％

17.7％

17.7％

15.4％

（総務省 平成２６年度市町村別決算状況調）  



＊面積については、Ｈ27.10.1時点の国土地理院市町村別面積調による
＊人口、世帯数については、H28.4.1現在の長崎県統計課推計人口による

なお、（　）は法人県民税で外書
＊自動車登録台数は、Ｈ28.4.1現在の登録台数調による

平成２７年度決算状況 （単位：千円、％）

(1,307)

66,419

43,323 16,241

5,607364,192 141,080

1,27736,903

45,882

9

＊県民税納税義務者数は、平成27年度課税調定状況報告書(28.5末現在)による

172,359

(5,756)

(577)

(595)

19,030

合　　計 935.80

170.11 17,419

雲 仙 市

2,110

15,274

214.31

南島原市

121,343

0

2

242 582 14,809

229 572 14,326

1

460

745

29,819 2

20,403

島 原 市 82.97 44,854 17,728 297

大 村 市 126.62 92,843

21,180

(767)

諌 早 市 341.79 137,290 52,789

45,327

882
(2,510)

ゴルフ場利
用税課税対
象数

個　　人 法　　人
（台）

2,431 47,115 4

世帯数
県民税
納　税

義務者数

事業税対象者数 自 動 車
登録台数

市名 （Ｋ㎡） （人） （世帯） （人） （社）

収入未済額
収入歩合

当年度 前年度

４．県税

（平成２８年４月１日現在）
区分

面積 人口

16,876,135 56,550

区分 調定額 収入額 不納欠損額

28.7 28.1決算額
現 16,824,177 16,692,157 126 131,894

計 17,465,694 533,009 96.6 95.8

99.2 98.9

繰 641,517 183,978 56,424 401,115

税務部の管轄は、諌早市、大村市の二市からなる｢県央地域｣と、島原市、雲仙市、南島原市
の三市からなる｢島原半島地域｣で構成されています。管轄区域面積は９36Ｋ㎡で、県全土の約
２3％を占めています。なお、島原地区には、地域住民の方々に対する窓口業務を行うため、出
張所を設け、県税の納付や納税証明、免税軽油、各種申告書、減免等の受付業務を行っていま
す。

平成２７年度の管内県税収入額は１６８億７，６１４万円で、県税全体の１４．８％を占め
ています。内訳は、個人県民税が５１．８％（県税全体は３１．８％）、自動車税が2０．８％
（同１１．２％）、法人事業税が約1５．０％（同１６．４％）と、この三税目で全体の約８７．
６％（同５９．４％）を占めています。特に個人県民税においては、諫早市と大村市の二市の
調定額が７割超となっていることから、この二市の動向により、当局の税収が大きく左右され
る状況となっています。

また、平成２７年度の管内の県税収入未済額は、前年度より約１億１，０６５万円減の５億

３，３００万円で、県全体の収入未済額の約２８．７％を占めています。このうち個人県民税

の収入未済額は、前年度より９，７６２万円減の４億８，４７７万円と全体の約９１％（県全

体では８４％）を占めていることから、平成２１年度に設置した「長崎県地方税回収機構」を

最大限に活用し、市との連携強化を図りながら、収入未済額の解消に全力で取り組むこととし

ています。

－5－



●県央管内
（単位：千円、％）

税　目 収入額 構成比
個人県民税 8,749,633 51.8

法人県民税 734,901 4.4

個人事業税 325,728 1.9

法人事業税 2,530,629 15.0

不動産取得税 627,270 3.7

ゴルフ場利用税 115,209 0.7

自動車税 3,508,036 20.8

軽油引取税 250,041 1.5
その他 34,688 0.2

合　　　 計 16,876,135 100.0

※個人県民税収入額の市別内訳

収入額 構成比
諫 早 市 3,602,799 41.2
大 村 市 2,596,899 29.7
島 原 市 966,458 11.0
雲 仙 市 792,273 9.1
南島原市 791,203 9.0

計 8,749,632 100.0

●県全体
（単位：千円、％）

税　目 収入額 構成比
個人県民税 36,194,218 31.8

法人県民税 5,046,977 4.4

個人事業税 1,262,305 1.1

法人事業税 18,741,583 16.4

不動産取得税 2,372,489 2.1

ゴルフ場利用税 308,690 0.3

自動車税 12,789,437 11.2

軽油引取税 6,967,427 6.1

県たばこ税 1,656,354 1.5

地方消費税 25,304,896 22.2
その他 3,298,504 2.9

合 　　　計 113,942,880 100.0

平成２7年度　税目別収入額比較

　（単位：千円、％）

(県税務課　平成２７年度　所別県税決算書）

個人県民税

51.8%

法人県民税

4.4%
個人事業税

1.9%

法人事業税

15.0%

不動産取得税

3.7%

ゴルフ場利用

税

0.7%

自動車税

20.8%

軽油引取税

1.5%

その他

0.2%

個人県民税

31.8%

法人県民税

4.4%

個人事業税

1.1%
法人事業税

16.4%不動産取得税

2.1%

ゴルフ場利用

税

0.3%

自動車税

11.2%

軽油引取税

6.1%

県たばこ税

1.5%

地方消費税

22.2%

その他

2.9%

－6－
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５．商工業 

（1）商 業 

平成 26年商業統計調査によると、県央地区の卸売業・小売業の事業所数は 2,062、従業者数

15,747人、年間商品販売額は約 4,632億円で、県全体に対する割合は、それぞれ 14.5％、17.3％、

16.6％となっています。                 

 また、1事業所あたりの従業者数は 7.6人、1事業所あたりの年間販売額は 224.7百万円で、県

平均の 6.4人、195.5百万円と比べ、従業員数・販売額とも県平均を上回っています。 

 

10.7%

10,936 

17.0%

24,501

14.4%

35,437

食料・飲料

11.7%
169,475

20.8%

21,352 

17.1%

24,648

18.7%

46,000

建築材料

7.1%

103,288 

9.1%

9,280 

20.4%

29,323 

15.7%

38,603 

機械器具

14.9%
215,127 

19.2%

19,652 

8.4%

12,081

12.9%

31,733 

農畜産物・水産物21.5%

310,025

40.2%

41,248

37.1%

53,199

38.3%

94,447

その他

44.8%
647,059

大村市

諫早市

県央地区

長崎県

商品別年間卸売販売額

1,444,974

246,220

143,752

102,468

（平成2６年商業統計調査）※民営事業所

（単位：百万円）

 

 

7.5%

6,112 

6.0%

8,170 

6.6%

14,282 

織物・衣服・身の回り品

5.6% 
75,413 

39.0%

31,944 

29.6%

39,929 

33.1%

71,873 

飲食料品

28.2%
379,134 

3.8%

3,134 

4.9%

6,682 

4.5%

9,816 

機械器具

4.2%
55,886 

49.7%

40,808 

59.5%

80,263 

55.8%

121,071 

その他

62.0%
832,424 

大村市

諫早市

県央地区

長崎県

商品別年間小売販売額

1,342,857

217,042

135,044

81,998

（平成26年商業統計調査）※民営事業所数

（単位：百万円）
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（２）工 業 

平成２６年工業統計調査によると、県央地域の製造業（従業者 4人以上の事業所）の事業所数は

２８６、従業員数 13,542人、製造品出荷額等は約 4,959億円で、それぞれ県全体の 15.9％、

24.6％、31.7％となっています。 

県央管内の 1事業所あたりの出荷額においては、1,734百万円で、県全体の 871百万円と比べ

ると大きく上回っています。 

 

製造品出荷額等 

輸送用機械器具
23.5%

367,194

はん用機械器具
14.0%

219,194

電子部品・デバイス・電子回路

19.0% 296,134

食料品
16.0%

249,539

金属製品3.6% 56,427 窯業・土石製品
2.7%  42,181

その他
21.2%

331,825
長崎県

単位：百万円

1,562,494

電子部品・デバイス・電子回路

59.4%

294,686

食料品

18.1%

89,901

金属製品3.5% 17,572

生産用機械器具 1.8% 8,780
鉄鋼業 2.2% 11,048

電気機械器具 0.5%

2,421

その他

14.5%

71,558

県央地区

495,966

電子部品・デバイス・電子回路

62.0%

253,535

食料品

17.9%

73,062

金属製品 3.1% 12,526

生産用機械器具0.6% 2,501 鉄鋼業2.7% 11,048 電気機械器具0.6%

2,421

その他
13.1%
53,922

諫早市

409,015

電子部品・デバイス・電子回路

47.3%

41,151

食料品

19.4%

16,839

金属製品 5.8% 5,046

生産用機械器具 7.2% 6,279

その他

20.3%

17,636

大村市
86,951

 

 

 

（平成２６年工業統計調査）※従業者 4 人以上の事業所 
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（３）企業誘致 

企業誘致は、雇用創出、若者の県内定着に即効性があり、また、地域経済への波及効果も大きく、

県民の所得向上に寄与するものであるため、県では積極的に推進しています。 

諫早市は、県内でも屈指の交通の利便性を有し、「諫早中核工業団地」「貝津金属工業団地」「山の

手工業団地」「諫早流通産業団地」の４団地が 100％分譲済みであり、平成２６年度からは新たに

「西諫早産業団地」の分譲が始まりました。また、大村市の「大村ハイテクパーク」及び「オフィ

スパーク大村」も、多くの誘致実績があります。 

  平成２８年５月３１日現在 

業     種 諫早市 大村市 立地年度 

液晶ディスプレイ用拡散フィルム   1 

Ｈ１２ 超硬具製造   1 

シリコンウェーハ製造   1 

シリコンウェーハ研磨   1 

Ｈ１３ 
精密クリーニング加工 1   

真空装置、真空機器類の製造他 1   

シリコンウェーハ製造   1 

コールセンター   1 Ｈ１４ 

半導体製造装置の研究・開発   1 Ｈ１５ 

一般貨物自動車運送業 1   
Ｈ１６ 

半導体シリコン基盤研磨・加工   1 

蓄光関連商品製造   1 
Ｈ１７ 

シリコンウェーハ製造   1 

ワイヤーハーネス製造   1 
Ｈ１８ 

自動車用バネ製造   1 

半導体シリコン基盤研磨・加工   1 Ｈ１９ 

自動車及び同部品、関連製品の研究・開発・製造等   1 

Ｈ２３ 自動車用新製品の開発・設計、グローバル部材、 

内製検討品等の評価、実験等 
  1 

水産食料品製造（明太子） 1   

Ｈ２４ 自動車・映像機器等の部品開発試作品から量産までの 

ワンストップ生産・技術開発拠点 
  1 

自動車内装品シートカバー縫製   1 Ｈ２６ 

産業機器及び環境機械の設計・製造・アフターサービス  １ Ｈ２７ 

計 4 18   

（長崎県企業立地課調べ ※産業振興構想（Ｈ１２～２２）及び産業振興ビジョン（Ｈ２３～２７）

に基づく誘致実績による） 
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（諫早市 工業・産業団地） 

 

 

 

（西諫早産業団地）                              ※諫早市ＨＰより 
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（大村市 オフィスパーク大村） 

 

 

（大村市 大村ハイテクパーク）                     ※大村市商業振興課より 
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６．雇用 

１．有効求人倍率の推移 

 
●有効求人倍率については、年々回復傾向がみられ、全国平均では、平成 25年 10月に、長 

  崎県（平均）においては、２年遅れの平成 27年 10月に 1.00倍を超えています。 
 ●諫早及び大村公共職業安定所管内においても、全国及び長崎県（平均）と同様、年々回復 
  傾向がみられます。 
 ●特に諫早公共職業安定所については、長崎県（平均）よりも早く、平成 27年 5月に 1.00 
  倍を超えています（1.06倍）。 
 ●平成 28年４月現在、県内 10箇所ある公共職業安定所で、1.00倍を超えているのは、西 
  海（1位・1.33倍）、佐世保（2位・1.25倍）、諫早（3位・1.14倍）、島原（4位・ 
  1.01倍）の４箇所となっています。大村は、0.92倍で６位となっています。 

 

 

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

全 国 0.45 0.56 0.68 0.82 0.97 1.11 1.23 1.24

長 崎 県 0.41 0.49 0.60 0.65 0.75 0.87 1.01 1.03

諫 早 0.45 0.58 0.75 0.77 0.83 0.92 1.16 1.14

大 村 0.34 0.42 0.53 0.58 0.59 0.75 0.88 0.92

（出典　職業安定業務月報ながさき）

　　※数字は原数値（季節調整値は除外）

　　※「諫早」は、諫早公共職業安定所（管轄：諫早市、雲仙市）

　　※「大村」は、大村公共職業安定所（管轄：大村市、東彼杵郡）

　　※「倍率」は、年度平均

　　※「Ｈ28」は、平成28年4月の数字
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0.80
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1.40

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

有効求人倍率の推移

全国 長崎県 諫早 大村



２．新卒者（高卒）の就職状況　 ※長崎労働局調べ

Ｈ28年3月末現在

26.3卒 27.3卒 28.3卒
前 年
対 比

26.3卒 27.3卒 28.3卒
増 減
Point

合計 3,249 3,389 3,396 0.2 97.9 98.7 98.8 0.1 

男子 1,790 1,937 1,940 0.2 98.5 99.4 99.2 ▲0.2 

女子 1,459 1,452 1,456 0.3 97.1 97.8 98.4 0.6 

合計 1,703 1,732 1,731 ▲0.1 96.8 97.9 98.0 0.1 

男子 753 762 848 11.3 97.7 98.7 98.3 ▲0.4 

女子 950 970 883 ▲9.0 96.1 97.2 97.8 0.6 

合計 1,546 1,657 1,665 0.5 99.1 99.7 99.7 0.0 

男子 1,037 1,175 1,092 ▲7.1 99.1 99.9 99.9 0.0 

女子 509 482 573 18.9 99.0 99.2 99.3 0.1 

52.4% 51.1% 51.0% ▲0.1P 

47.6% 48.9% 49.0% 0.1P 

＜Ｈ28年3月新規学卒＞ Ｈ28年3月末現在

前年同期 H28.3

計 1,158 1,152 ▲0.5 144 72 22.9%

男 503 536 6.6 71 39 

女 655 616 ▲6.0 73 33 

計 574 579 0.9 147 137 30.2%

男 259 312 20.5 78 66 

女 315 267 ▲15.2 69 71 

計 1,657 1,665 0.5 167 275 46.9%

男 1,175 1,092 ▲7.1 79 186 

女 482 573 18.9 88 89 

計 3,389 3,396 0.2 458 484 100.0%

男 1,937 1,940 0.2 228 291 

女 1,452 1,456 0.3 230 193 

※「諫早」は、諫早公共職業安定所（管轄：諫早市、雲仙市）

※「大村」は、大村公共職業安定所（管轄：大村市、東彼杵郡）

新規学校卒業者（高校）を対象とする内定状況（全体）

就
職
者
数

管
内

管
外

県
外

内 定 者 数

県 外 比

県 内 比

合

計

県

内

県

外

内 定 率

諫　早 大　村

新規学校卒業者（高校）を対象とする就職状況（県央地区）

割合

合計

県計
対前年比
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７．観 光 
 
（１）観光の動向 

長崎県のほぼ中央に位置する県央地域は、有明海・大村湾・橘湾の特性の異なる 3 つの海、多良山

系の山々に囲まれた美しい自然景観、長崎街道や眼鏡橋、大村湾の城下町等の歴史遺産などの観光資

源に恵まれています。 

平成２７年の管内の観光客延数は約３８８万人（諫早市約２７４万人・大村市約１１３万人）で、

県全体の 1１.６％を占めており、観光客延数のうち、7５.４％が日帰り客となっています。 

長崎がんばらんば国体・大会開催の反動減により、日帰り客数は前年より減少しましたが、外国人

宿泊客の増加などにより宿泊客は増加しました。また、観光消費額は約 160 億円と横ばいで、県全体

の 4.２％となっています。 

2 ,282,780 2 ,243,451 2 ,331,197 2 ,284,211 2 ,459,642
2 ,816,303 2 ,748,938

1 ,009,057 1 ,028,500 1 ,010,861 1 ,058,678
1 ,102,800

1 ,193,801 1 ,139,453

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

（単位：人）
観光客延数

大村市 諫早市

※25年延数の数値は、諫早市再算定後の数値
 

10 ,947,464 10 ,661,921 11 ,024,174 10 ,561,837 10 ,571,155
12 ,004,721 11 ,974,755

3 ,338,072 3 ,419,404 3 ,443,699 3 ,610,893 3 ,762,336

4 ,217,720 4 ,106,321

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

（単位：千円）
観光消費額

大村市 諫早市

※25年合計は、再算定後の数値
 

（長崎県 平成 2７年観光統計） 
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（２）自然公園 

 

県央地域は、有明海・大村湾・橘湾のそれぞれの特徴を持つ 3 つの海に面し、多良山系の山々や県

内唯一の一級河川である本明川、また広大な諫早湾干拓地があり、豊かな自然に恵まれています。 

県立自然公園として、多良岳県立公園及び大村湾県立公園が指定されており、県全体の県立自然公

園の面積における約 36％を占めています。 

昭和 26年に指定を受けた多良岳県立公園は、標高 1,076ｍの経ケ岳を主峰とし、多良岳、五家原

岳を中枢とする山岳群からなる多良岳系を源とする河川は良好な渓谷美をなし、周辺の森林にはツク

シシャクナゲ、センダイソウの群落、ブチサンショウウオ等、学術上貴重な種を含む多様な動植物が

生息・生育しています。 

昭和 41 年に指定を受けた大村湾県立公園は、県のほぼ中央に位置する大村湾沿岸と湾内の島々か

らなり、大村湾北部の針尾瀬戸、西部のリアス式海岸、東部の大崎半島等の多様な景観が見られます。

また、湾南部の琴ノ尾岳、鳴鼓岳からは大村湾を中心に西彼杵半島や多良岳が一望できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多良山系の山々 
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８．交通
１．利用状況の推移
　＜九州旅客（㈱（ＪＲ九州）の県内の乗降者数について＞
　　・Ｈ25年度は、Ｈ21年度と比べ約5.6％の増となっています。
　　・「諫早駅」は、県内2番目の乗車数であるが、この5年間は概ね横ばいとなっています。
　　・「大村駅」は、この5年間で、約10％伸び、平均伸び率を上回っています。

　＜長崎空港利用の乗降客数について＞
　　・東京圏は、H21年度に比べ、Ｈ26年度は約12万人の増となっています。
　　・関西圏は、H21年度に比べ、Ｈ26年度は約2倍（約18万人の増）となっています。
　　・九州圏は、航路の減（宮崎・鹿児島）により、乗降客は減少していますが、大部分を沖縄線
　　　が占めており、その後の大きな増減はありません。
　　・県内の離島路線は、横ばいとなっています。
　　・国外線は、定期便の本数に影響されますが、Ｈ26年度は、大きく伸びています。

※乗客者数は、資料編参照

備考
対H21（率）

諫早駅 2,018 1,993 1,975 1,980 2,026 0.4 県内２位
大村駅 870 882 898 918 959 10.2 県内４位
長崎駅 3,978 3,973 3,888 3,877 3,966 ▲0.3 県内1位

佐世保駅 1,294 1,302 1,305 1,337 1,399 8.1 県内３位
県内計 14592 14716 14629 14850 15402 5.6 ―

（長崎県統計年鑑）

※乗客者数及び詳細は、資料編参照

対H21
741 753 690 751 814 862 121
223 214 336 386 401 405 182

69 69 60 64 67 74 5
39 30 29 30 28 32 ▲ 7
69 66 64 69 69 69 0
16 18 7 15 14 29 13

（長崎県統計年鑑）

Ｈ26
（単位：千人）

（単位：千人）
Ｈ25

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

Ｈ24

国 際 線

　◆ＪＲ九州各駅の降客者数

　◆長崎空港の降客者数
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９．新幹線
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         （平成２８年度 土木部の概要） 
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１０．教育 

県央管内は、平成 2８年 5月 1日現在、小学校 4３校・中学校 2３校・高等学校 12校・特別支援

学校６校に、31,642名の児童生徒が在籍し、2,802名の教職員による教育活動が行われています。 

平成 27年 3月の高等学校卒業者の進路は、大学等への進学率は３９．２％（県全体４１．３％）、

就職率は３１．１％（県全体３０．３％）となっています。 

 

15,377 15,165 15,053 14,788 14,663 14,475 14,291 14,099 13,921 13,937

8,164 8,047 7,880 7,781 7,679 7,788 7,713 7,605 7,526 7,359

10,493 10,334 10,220 9,257 9,986 9,863 9,913 9,776 9,876 9,738

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

（単位：人）

県央地区児童・生徒数の推移状況

高校生 中学生 小学生

（長崎県統計課 学校基本調査 ）各年5月1日現在

 

 



(1)医療供給体制

(２)人材育成

◎新任期保健師研修【後期】

(３)食品衛生対策

 　◎食品収去検査の状況

(４)医薬品等安全対策

　◎自生けしの抜去（抜去前）

11.　保健

●県央地域保健医療圏域(諫早市・大村市・東彼杵郡)には、平成28年3月31日現在、

病院31、一般診療所25８、歯科診療所13１の医療施設があり、地域医療の中核病院

である地域医療支援病院として、独立行政法人地域医療機能推進機構諫早総合病院、

独立行政法人国立病院機構長崎医療センター、独立行政法人国立病院機構長崎川棚医

療センターが指定されています。

●食品の安全性確保のため、食品の調理、

製造、販売施設の許認可や監視指導及び管

内で製造または流通する食品の収去検査を

計画的に実施しています。

◎ 平成27年度実績

・監視指導延件数 3,110件

・食品収去検査数 732件

●医薬品等の有効性、安全性の確保を図るた

め、及び毒物劇物、麻薬・向精神薬・覚せい

剤原料に起因する事故等を防止するため、薬

局、医薬品販売業者、病院等に対し監視指導

を実施しています。

◎ 平成27年度実績

・薬事監視 352件

・毒物劇物監視 58件

・麻薬等監視 474件

●「教育保健所」として位置づけられてお
り、体系化した研修プログラムに沿って
県・市町の地域保健専門職員に対する教育
研修を行っています。

●保健師・栄養士等の学生実習調整のほか、
ＪＩＣＡ集団研修等の研修事業を実施して
います。

※JICA：独立行政法人 国際協力機構
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(５)環境保全・廃棄物対策

　　　　　◎廃棄物パトロール

(６)健康対策

(７)保健福祉対策

　◎動物愛護講演会「犬のしつけ方教室」  　　　　◎小学生に対する性教育

●廃棄物の適正処理を推進し、地域の環境
を保全するために産業廃棄物処理業者等に
対し、立入検査および指導等を行っていま
す。

◎ 平成27年度実績
・産業廃棄物立入検査関係 1,518件

・不法投棄発見 15件

●公共用水域の水質検査を11地点で延べ

114回調査しています。

●工場・事業場の監視指導を行っています。
◎ 平成27年度実績

・水質汚濁 467件

・大気汚染 50件

●健康づくりの推進、歯科保健対策、難病対策、結核・インフルエンザなどの感染症

をはじめとする疾病の予防や医療対策など、住民の健康増進を目指した事業を行って
います。
●特に、管内は結核患者が多く予防から治療までの結核対策に取り組んでいます。

◎平成27年新登録患者数42人（喀痰塗抹陽性者14人）
●給食施設の栄養・衛生管理とその施設にいる喫食者の健康づくりを推進しています。

◎平成27年度
・給食施設巡回指導数：140施設（314施設中）

●長期療養児や発達障害児等の相談・支援体制づくりなどを行っています。

●平成26年度から青年期以降の発達障害者の社会生活を支援する事業に取り組んで

います。

●精神保健に関する相談や精神障害者の地域生活の支援、自殺対策、ひきこもり対策

などを行っています。
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12.　農林業

（1）農業

諫早市 大村市 長崎市 西海市 西彼杵郡 東彼杵郡 雲仙市 島原市 南島原市 備考納税 ○ ○ ○ ○ ○課税 ○ ○ ○ ○ ○島原出張所 ○ ○ ○ ※窓口業務のみ企画調整 ○ ○ ○保健衛生 ○ ○ ○環境 ○ ○ ○地域保健 ○ ○ ○農業振興 ○ ○ ○ ○ ○ ○技術普及第一課 ○ ○ ○ ○ ○ ※長崎市は、旧琴海町を除く技術普及第一課（西海事務所） ○ ○ ※西海市と長崎市内の旧琴海町を担当技術普及第二課 ○ ○ ○ ○ ○ ※長崎市は、旧琴海町を除く諫干事務所 ○ ※諫早湾干拓地の埋め立て地の営農者支援用地管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※東彼杵郡については、平成２１年度から所管※雲仙市は、諫早湾干拓堤防取り付け道路の島原半島取り付け部土地改良課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※東彼杵郡については、平成２１年度から所管農村整備課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※同上農道課 ○ ○ ○ ※現在、事業を担当している市町林業課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※東彼杵郡については、平成２１年度から所管森林土木課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※同上諫早湾干拓堤防管理事務所 ○ ○ ※雲仙市は、諫早湾干拓堤防取り付け道路の島原半島取り付け部衛生課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※東彼杵郡については、平成２１年度から所管防疫課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※同上検査課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※県下全域の病性鑑定業務（検査・分析業務）を担当管理課 ○ ○用地課 ○ ○道路第一課 ○ ○道路第二課 ○ ○河口課 ○ ○都市計画課 ○ ○建築課 ○ ○建築課（管理・営繕班） ○ ○ ○ ○ ○建設部税務部保健部農林部 県央振興局税務部 大村市 諫早市雲仙市島原市南島原市税務部島原出張所島原市新田町347-9税務部庁舎諫早市永昌東町9-26（諫早駅前民間オフィス）県央振興局保健部 波佐見町川棚町東彼杵町大村市 諫早市保健部庁舎諫早市栄田町26-49（県央保健所に継続配置）県央振興局農林部 波佐見町 川棚町東彼杵町大村市諫早市長与町西海市長崎市時津町 大村市農林部西海事務所西海市西彼町喰場郷736 農林部諫早湾干拓堤防管理事務所諫早市高来町金崎地先本庁舎（農林部）諫早市永昌東町25-8農林部諫早湾干拓事務所諫早市中央干拓131農林部家畜保健衛生庁舎諫早市貝津町3118県央振興局建設部 諫早市大村市 本庁舎（建設部）諫早市永昌東町25-8

管内は、中山間地域が多く、海岸沿いの温暖な気候を利用して果樹を中心とした農業生産

が 営まれている「長崎・西彼地域」と平野部から中山間とさまざまな地形条件を活かし、

多種多様な農作物が生産されている「県央地域」で構成されています。

①「長崎・西彼地域」の農業

長崎・西彼地域は、総土地面積69,707haのうち7.7％にあたる5,352haが耕地と
なっています。このうち、畑の割合が78％と特に高く（県平均は54％)、温州みかんや

全国一を誇るびわなどの果実類が盛んに生産されており、県内果樹農家総戸数の42％、
総栽培面積の43％を占めています。
また、畜産の生産も盛んであり、特に豚では、1経営体当たりの飼養頭数が、県平均

の1,900頭の約1.6倍である3,100頭と、規模の大きな養豚経営が営まれています。
しかしながら、農家戸数は減少を続けており、2015年農林業センサスでは販売農家

戸数が2,664戸と、2010年と比べ17％減少し83％となっており、県全体の86％を上
回る率で減少が進んでいます。
基幹的農業従事者の平均年齢は、県全体の65歳より各市町とも高く、担い手の高齢化

が引き続き進んでおります。
今後は、みかん産地の再生に加え、災害に強いびわ産地づくり、園芸主体の経営体に

よる新たな産地の形成や、畜産クラスター計画に基づいた収益性の高い畜産経営の確立

など、地域の重要な基幹産業である農業の所得向上を目指します。

②「県央地域」の農業
県央地域では、総土地面積63,612haのうち16.7％にあたる10,622haが耕地となっ

ています。このうち水田面積は5､578haと県下一の穀倉地帯を有し、平野部から中山間

とさまざまな地形条件を活かした米、麦、大豆、野菜類、果実類、花き、茶等の工芸作物､
酪農、肉用牛、豚など、多様な農業が営まれています。特に麦類の作付面積は県全体の56

％、同様に大豆は66％、茶は64％と県内でも有数の産地となっています。
農家戸数は、201５年農林業センサスによると販売農家戸数が4,753戸で、2010年と

比べ13％減少し87％となっており、県全体の平均とほぼ同様となっています。

基幹的農業従事者の平均年齢は県全体の65歳と比較して、大村市がほぼ県平均である以
外は２～５歳高く、引き続き担い手の高齢化が進んでいます。
今後は、平坦な穀倉地帯並びに圃場整備やかんがい施設の整備が行われた畑地帯、およ

び諫早湾干拓等を中心に、産地の維持・拡大を図るため、新たな担い手となる就農支援を
行いつつ、県内でも有数の食糧供給地帯を目指します。

・温州みかんのブランド化

（シートマルチの実施）

・日本一のびわ産地
（なつたよりの面積拡大）

・肉用牛（肥育）
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・ミニトマトの施設栽培
(新規参入者による産地拡大も）

・加工業務用キャベツ
(今後産地の拡大が期待される）

・効率的な

大規模養豚経営

・大粒・鮮赤・甘くて程よい酸味の

「ゆめのか」に転換が進むいちご
・出荷を控えたカーネーションと

本県オリジナル品種「だいすき」

・県下一のアスパラガス産地 ・県内一の茶産地

｢いさはやポテト元気くん｣
の基盤整備圃場での収穫風景

品質が高く市場評価も高い
｢早生たまねぎ」の収穫風景

定時・定量・高品質出荷の
冬にんじん（品評会風景）

諫早平野は、県内一の穀倉地帯となっています。（高温耐性品種「にこまる」の栽培）
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営農者の内訳

27年度作付状況（単位：ha）

野菜
飼料作物

緑肥
諫早湾干拓全景 施設園芸

レタスの収穫 しそ栽培

キャベツの収穫
　 ミニトマト栽培 たまねぎの収穫

32
合　計 1,169

品目
569
237
168

収獲済面積

経営形態 経営体数

39

163

法　人
個　人
合　計

その他作物

18
21

③ 交通・通信網の整備による生活圏の拡大近年の情報通信技術の飛躍的な発展により、情報通信基盤の整備も進み、住民生活における時間・距離の制約が縮小し、実質的な生活圏域も拡大。④ さらなる行財政改革の要請近年、地方公共団体の財政を取り巻く環境は非常に厳しい状況にあり、組織体制のスリム化など行財政改革へのさらなる取組が求められる。

③「諫早湾干拓」の農業
営農開始から9年目を迎えた諫早湾干拓地では、666haの農地に39経営体（法人１

８、個人２１）が野菜、花き、飼料作物等を栽培しています。
安全・安心な農産物を供給する一大産地を形成するため、長崎県特別栽培農産物（化

学肥料５割以上減、化学合成農薬５割以上減）、または有機ＪＡＳ農産物（無化学肥料、

無化学合成農薬）の認証拡大をめざしています。
２7年度は、４1品目、収穫済面積としては延べ１，１６９haの農産物が栽培され、

耕地利用率は１７5％と県平均の約2倍となりました。
また、「環境保全型農業直接支払交付金」を活用した環境保全型農業の実践が進めら

れるとともに、加工・業務用野菜生産のための協議会も結成されています。
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整備された畑地帯　丸田地区 ～農業競争力強化基盤整備事業　農地整備事業（耕作放棄型）～

○整備前の全景〔H22年9月撮影〕

○整備後の全景〔H28年1月撮影〕

 ≪丸田地区の概要≫

場　　所：西海市　西海町

事業工期：平成２３年度～平成２９年度
              ○ブロッコリー作付状況　　　　　○ばれいしょ収穫状況

受益面積：２９．０ha

主要工事：区画整理29.0ha

　　　　　畑地かんがい29.0ha

主要作物：ばれいしょ、ブロッコリー、

　　　　　スイカ等               ○スイカ作付状況　　　　　　　　○スイカ営農状況

　　　　　≪作付率≫

整備前：83.6％⇒整備後：187.1％

担い手農地集積率(ｼｪｱ)：約60％ 〔H27〕

（2）農村整備

管内は、大村湾を囲む長崎・西彼地域及び、諫早・大村・東彼杵地域からなり、その耕地面積は県

下全体の32％となっています。

長崎・西彼地域は、地形は複雑で起伏が多く平地に乏しい急傾斜地で、耕地面積は県全体の11％、

平成２6年度における区画整理の整備率は水田42％（県平均53％）、畑１4％（県平均24％）と低

くなっています。基盤整備として、耕作放棄地化を解消するための畑作地帯の区画整理や海岸保全な

どの防災事業を実施しています。

諫早・大村・東彼杵地域は、平成諫早湾干拓や小野・森山の干拓地及び大村市の平坦地において食

糧エネルギー供給地帯を目指しています。また、多良岳山麓及び橘湾に面した丘陵地帯では、畑作物

の栽培が盛んで馬鈴薯、玉葱、人参等のほか、茶の産地となっています。耕地面積は県全体の22％を

占めており、平成２6年度における区画整理の整備率は水田72％、畑４６％であり県下有数の整備率

となっています。基盤整備として、諫早湾干拓背後地水田地帯の排水対策や、畑地帯の区画整理・か

んがい水の確保、川棚の農道網の整備を行っています。防災対策としては、農村地域の災害を未然に
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（3）森林・林業

①森林の現状

管内の森林は国有林6,052ha、民有林60,622ha（公有林8,386ha、私有林

52,236ha)であり、森林が総土地面積の51％を占め、民有林の人工林率は47％となっ
ています。
大村湾東岸から有明海に面した多良山系は土地生産力が高く、生立する樹木の形質も

良く、本県優良林業地帯であるとともに、地理的条件にも恵まれ流通加工の拠点となっ
ています。

大村湾西岸の西彼杵半島を主とする低山地帯は、概して土地生産性が低いものの、良
質なヒノキが生産されています。この地域には、「長崎県民の森」や「長崎市民の森」
が整備され、県民の憩いの場となっています。

②主要施策
(１) 森林整備の促進

人工林の森林資源の蓄積量は、年々増加してきている状況にあり、このような中で
森林の持つ多面的機能の維持・向上を図りつつ、木材生産の効率化に努め、森林・林
業地域の所得向上を図り、林業の成長産業化を進める事とします。また、木材加工施
設の活用を図るとともに、木材・特用林産物需要拡大への取り組みを推進します。

◎平成27年度の事業は次のとおり実施しました。
・森林整備

搬出間伐 679 ha 、作業道 127,690 m
◎平成28年度の事業計画は次のとおりです。
・森林整備

搬出間伐 648 ha 、作業道 80,000 m

(２) 保安林の整備と治山事業の充実
近年の局所的な集中豪雨等に伴う激甚な山地災害の多発、夏の長期的な日照による

水不足及び生活環境の保全を図るため、水源地域整備事業をはじめとする各種治山事
業を実施し、保安林機能の充実と安全で住みよい県土づくりを推進しています。

◎平成2７年度の事業は次のとおり実施しました。
・治山事業 3 箇所 482,635 千円

◎平成2８年度の事業計画は次のとおりです。
・治山事業 8 箇所 288,500 千円

(３) 林道網の整備
効率的な林業経営の展開と森林の多目的総合利用の推進等を図るため、森林基幹道

をはじめ公共林道を整備する一方、県単独林道等を整備し、地域林業の活性化と生活
環境の整備に役立てています。

◎平成2７年度の事業は次のとおり実施しました。
・林道開設事業等 5 路線 128,541 千円

・林道災害復旧事業 ３ 路線 9,194 千円
◎平成2８年度の事業計画は次のとおりです。

・林道開設事業等 4 路線 102,000 千円
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治山事業　：　諫早市高来町轟地区 治山事業　：　長崎市奥山地区

　　　間伐材の搬出作業道　：　東彼杵郡東彼杵町 　　　木材をふんだんに使った幼稚園　：　諫早市

　　　「木の駅たかき」プロジェクト　：　諫早市高来町 　　　　ハランの林間栽培　：　東彼杵郡波佐見町
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（家畜伝染病予防事業（国庫））

口蹄疫防疫演習 豚オーエスキー病抗体検査

（４）家畜保健衛生（中央家畜保健衛生所）

ＢＳＥ検査 鳥インフルエンザ検査

＜主な業務＞

① 家畜伝染病予防事業（国庫）
　　法に基づき、各種の法定伝染病及び伝染性疾患の検査を実施することにより疾病の発
   生を未然に防止し、家畜の生産性向上を図っています。

② 家畜衛生対策事業（消費・安全対策交付金事業：国庫）
　　家畜衛生に関する技術の普及指導を実施し、安全な畜産物の安定的供給を確保すると
   ともに、畜産経営の健全化を図っています。

③ 獣医事
　　獣医師法及び獣医療法に基づく家畜及び愛玩動物診療施設の立入検査・指導を行って
   います。

④ 動物薬事
　　畜産物の安全性を確保するため動物用医薬品の適正流通・使用を指導しています。

⑤ 家畜の改良対策
　　家畜人工授精師・受精卵移植師の指導、乳用牛群検定事業の推進、肉用牛改良セン
   ターと連携して優良な候補種雄牛の生産や現場後代検定の推進を図っています。

⑥ 病性鑑定業務（検査課）
　　病理・細菌・ウイルス・生化学の各部門において、県下全域の家畜保健衛生所から依
   頼された材料について、より専門的で高度な検査を実施しています。

⑦ 畜産環境保全に関すること
      家畜排せつ物の適正管理等環境にやさしい畜産経営の推進･指導を行っています。
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（家畜衛生対策事業（消費・安全対策交付金事業：国庫））

（薬事）

（病性鑑定業務（検査課））

＜関係法令＞
家畜保健衛生所法、家畜伝染病予防法、ＢＳＥ特別措置法、獣医師法、獣医療法、
飼料安全法、医薬品・医療機器等法、家畜改良増殖法、家畜排せつ物法

動物用医薬品の適正利用 　　　　牛の病性鑑定

病理組織検査 細菌検査

ウイルス検査 生化学検査

家畜衛生対策推進会議 早期妊娠診断による生産性向上
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１３．建設

（1）道路

○地域高規格道路 島原道路
南島原市深江町から諫早市の長崎自動車道諫早インターまでを結ぶ、延長約50㎞の自動車専

用道路です。本道路の整備により諫早市中心部の交通混雑の緩和を図ると共に諫早市と島原半
島の時間短縮を図り地域交流を促進し、地域の活性化を図ります。

県央地域には、高速自動車国道である長崎自動車道や国土交通省所管の一般国道34号、57

号、県管理の一般国道207号、251号、444号などの本県の骨格をなす幹線道路が集中して

おり、交通の要衝となっています。
そのうち、本局で管理している道路は、一般国道3路線８０km、主要地方道8路線47km、

一般県道12路線78kmの、合計23路線205kmです。また、国県道の2車線以上改良率は、
県全体の83％に対し、本局管理の道路では82％になります。

本県では地域の連携強化、交流促進を図るため規格の高い道路整備を重点的に進めており、

本局においては地域高規格道路「島原道路」の一部を構成する、一般県道諫早外環状線「諫早

インター工区」、「長野～栗面工区」の整備を実施しています。
また、安全・安心の確保のため現道拡幅や歩道整備、電線地中化、橋梁補修などの整備を実

【地域高規格道路とは？】
高速道路は概ね100Km/hで走行可能ですが、一般の国道や県道は、

30～40Km/h、混雑時はさらに低い走行速度となってしまいます。

地域高規格道路は、概ね速度６０ｋｍ以上で走行可能な規格の高い
道路であり、高速道路を補完する道路網を形成します。

高速道路

地域高規格道路

一般道路

高速道路

地域高規格道路

一般道路

国土交通省

県央振興局 島原振興局

事業中 事業中事業中事業中

事業中

瑞穂吾妻BP

H28.4.1

事業中
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・一般県道諫早外環状線

諫早インター工区（諫早市栗面町～貝津町）
延 長 約４ｋｍ
幅 員 １２．０ｍ（3.5ｍ×２車線）

事 業 費 約２１２億円
事業期間 平成２０年度～平成２９年度目標

・一般県道諫早外環状線
長野～栗面工区（諫早市長野町～栗面町）

延 長 約３ｋｍ
幅 員 １２．０ｍ（3.5ｍ×２車線）
事 業 費 約１２０億円
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①道路改築
・一般国道２０７号佐瀬拡幅（諫早市多良見町）

延 長 約２．５ｋｍ
幅 員 ７．０ｍ（2.75ｍ×２車線）
事 業 費 約21億円
事業期間 平成２４年度～平成２９年度予定

②道路改築
・一般国道207号東長田拡幅(諫早市正久寺町～猿崎町）

延 長 約１．９ｋｍ

幅 員 ２３．２５ｍ（3.5m×４車線）
事 業 費 約３１億円
事業期間 平成２７年度～平成３４年度予定

③道路改築

・一般県道田結久山線(諫早市久山町）
延 長 約１．3ｋｍ
幅 員 １０．２５ｍ（3.25m×2車線）

事 業 費 約２０億円
事業期間 平成２７年度～平成３3年度予定

④歩道整備
・一般国道２０７号交通安全施設等整備（諫早市宇都町）

延 長 約１．０ｋｍ
歩道幅員 ３．０ｍ
事 業 費 約１３億円

事業期間 平成２３年度～平成２９年度予定

⑤電線地中化
・一般国道２０７号電線共同溝整備 （諫早市天満町～泉町）

延 長 約１．３ｋｍ

幅 員 １４．５ｍ
事 業 費 約２０億円
事業期間 平成２０年度～平成３０年度予定

①

③

②

④
⑤
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（主な事業）

○事業主体 長崎県

○関係地域 諫早市

○事業計画期間 平成8年度～平成32年度

○事業概要 ○事業費
改修延長 L=2,290ｍ 平成26年度まで 千円
全体事業費 68.0億円 平成27年度 千円
築堤工 V=94,642㎥ 平成28年度 千円
掘削工 V=200,000㎥ 平成29年度以降 千円
護岸工 A=20,000㎡
道路橋 ７橋
堰 １基

江ノ浦川河川改修工事（潮止堰施工状況）

630,000
480,000

（2）河川・砂防

　江ノ浦川は、諫早市南部に位置する飯盛町の中央部を縦断する二級河川であり、毎年梅雨
時期や台風等の大雨による氾濫により、農地だけでなく、周辺住宅地の浸水被害や、一般国
道251号及び主要地方道の冠水による通行不能が生じています。
　この対策として、治水安全度の向上を図り、計画高水流量の安全な流下を図る目的で河川
改修事業を実施しています。

3,716,797

江ノ浦川広域河川改修

1,973,203

県央管内の河川は、一級河川本明川水系の28河川と二級河川18水系の31河川で、流域面
積は445k㎡、流路延長は226kmとなっています。砂防指定地は91渓流、急傾斜地崩壊危
険区域は150箇所、国土交通省所管の地すべり防止区域は7箇所となっています。
管内の土砂災害危険箇所は、土石流危険渓流359渓流、急傾斜地崩壊危険箇所827箇所、

地すべり危険箇所83箇所となっています。

- 33 -



化屋上野地区急傾斜地崩壊対策事業

○事業主体 長崎県

○関係地域 諫早市多良見町化屋

○事業期間 平成23年度～平成29年度

○事業概要 ○年度別事業費
全体事業費 千円 平成26年度まで 千円

法面工 L = 150ｍ 平成27年度 千円
A = 2,250ｍ2 平成28年度 千円

待受擁壁工 L = 15ｍ 平成29年度以降 千円

　化屋上野地区は、長崎県諫早市の南西部、西陵高校の南側に位置する保全対象人家27
戸、その他市道185ｍを含む、がけ高３０ｍ、勾配３０°の急傾斜地です。対象地は、部分
的に砂岩泥岩互層が露頭しているが、全体的に風化が進行しており、斜面内には転石状の岩
塊も見られる。斜面中央部付近には過去に大きく崩壊したと推測される形跡があり斜面下部
に崩積土が厚く堆積している。また計画区間の左側に隣接する区域は、昭和５７年に斜面崩
壊が発生した箇所である。
　以上のように、当該地区は降雨により土砂災害が発生する危険度が高いことから斜面対策
工事を行い、民生の安定を図るものです。

化屋上野地区急傾斜地崩壊対策事業

105,000
25,000
25,000
45,000

200,000
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（主な事業）

小長井港港湾整備事業

〔社会資本総合整備交付金事業概要〕

事業期間 平成２１年度 ～ 平成30年度
事業費 約13.3億円
主な施設 （築切地区） （井崎地区）

泊地(-4.5m) 物揚場(-2.0m)
泊地(-2.0m)
岸壁(-4.5m)
物揚場(-2.0m)
船揚場
道路

【小長井港（築切地区）全景】

　小長井港は、佐賀県との県境に位置し、古くから近傍より産出する石材の積出港として重要
な役割を担っていました。近年では建設資材である砂の集積地として、年間約３１万トン（Ｈ
2７年速報値）を築切地区のふ頭に陸揚げしていますが、有明海特有の大潮位差のため、干潮
の際に出入港できないなどの課題を抱えています。
　これまでも築切地区と井崎地区において漁船用の施設を整備してきました。現在は築切地区
の建設資材ふ頭の再整備と泊地の整備及び、築切地区と井崎地区において、干満に関係なく乗
降が容易にできるよう簡易浮桟橋の設置を計画し、より使いやすい港を目指しています。

（3）港湾・漁港

県央振興局の管内には、港湾６港（長崎県管理地方港湾５港、56条港湾１港）漁港７港
（長崎県管理第２種漁港１港、市町村管理第１種漁港６港）があります。

管内の港湾取扱貨物量は、６港で約68万トン（平成2７年速報値・港湾統計）となっていま
す。

管内の漁港水揚量は、約2.7千トン、約6億１千万円（平成26年・港勢調査）となっていま
す。

国道207号

至：諫早市

至：佐賀県

築切地区

JR長崎本線
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有喜漁港関連道整備事業　（農山漁村地域整備交付金事業）

〔関連道事業概要〕 事業期間 平成8年度 ～ 平成３0年度
事業費 約２０.８億円
主な施設 道路 L= 962.7ｍ

【有喜漁港関連道整備事業全景】

　当漁港は、橘湾奥部のほぼ中央に位置する第2種漁港で、県央地区を担うまき網漁を中心
とした県下有数の沿岸漁業の水産物流通拠点として発展してきた漁港です。
　平成２４年度までに、主な漁港施設は完成しており、これまで全国に先駆けての自然調和
型防波堤整備により、防波堤前面に藻場が形成されていることが確認され、結果としてナマ
コの成長も著しく向上してきています。
　また、本漁港より国道251号に連絡する市道は、地区の幹線道路としての役割を担うとと
もに、子ども達の通学路にもなっていますが、歩道はなく、また一般の交通と漁港関連の車
両が輻輳し支障をきたしていることから、集落内交通の安全性確保と漁業関連物資輸送の円
滑化を図るため、漁港関連道を整備しているところであり、平成３０年度までに完成の見込
みです。

道路 L= 962.7ｍ

有喜漁港

国道２５１号

至：長崎市

至：雲仙市

- 36 -



１．都市計画道路の整備

○池田沖田線（大村市池田二丁目～同市沖田町）
・

・
・Ｌ＝1,450ｍ　Ｗ＝28ｍ

・

池田沖田線　全線 池田沖田線【竹松工区】　標準断面図

事業費＝57.6億円　　Ｌ＝1,970ｍ　Ｗ＝20ｍ

平成２０年度に着手し、平成２７年３月２９日に供用開始。

（4）都市計画

　都市計画道路は、市街地の交通の円滑化や居住環境を維持する機能、市街化を誘導する機
能等を持っています。管内では、市街地の交通混雑緩和を図り周辺環境にも配慮した道路の
整備を進めています。

【小路口工区】

本路線の起点付近には九州新幹線新駅が予定されており、国道444号とのネットワー
クにより長崎空港や大村ＩＣとのアクセスを容易にする路線であり、大村市の市街地の
骨格を形成する主要幹線道路です。

【竹松工区】
平成2３年２月に事業認可を取得、平成２８年６月現在、用地交渉及び埋蔵文化財調査
を行っています。

・

② 地方機関と本庁の役割分担の明確化○市町村合併により、一行政区域が広域化○県の地方機関で完結する市町関連の行政サービスは限定的○従来のままでは、市町、県民から見た場合、本庁と地方機関で同じことを二度検討するような二重行政の負担感が強まる○地域行政の総合調整には、より広域的な視点が必要であり、総合調整機能は本庁において担う○今後は、意思決定の一層の効率化・迅速化を図っていくことが必要○従来の圏域ごとに配置されている各地方機関の所管区域については、業務の効率性の上からも拡大の方向での見直しが必要○当面、全県域に７つの振興局を配置③ 所管区域のあり方見直し合併により県内の市町は規模を拡大し、さらに能力・行財政基盤も強化されていくこととなる。○これからの地方機関の所管区域については、下記の事項を考慮・各機関の業務量・市町村合併の状況・道路交通網や情報通信網などの社会基盤の整備状況・住民の生活圏の拡大 県央振興局県央地域の事務所再編諫早県税事務所長崎農業改良普及センター県央保健所島原県税事務所長崎林業事務所中央家畜保健衛生所県央農村整備事務所県央農業改良普及センター諫早土木事務所 管理部税務部保健部農林部建設部各事務所の経理・総務を集約長崎県県央振興局の概要１ 名 称 長崎県県央振興局２ 住 所 長崎県諫早市永昌東町２５－８３ 事務体制 管理部、税務部、保健部、農林部、建設部の５部４ 事務所 本庁舎（管理・農林・建設）、税務庁舎、保健庁舎の外５事務所５ 職員数 ３３５名 保健部55人, 15%農林部160人, 44% 建設部64人, 17% 管理部38人, 10% 税務部52人, 14%管理部 税務部保健部 農林部建設部部 課 係・班 再 任 用 実 務 研 修 再 任 用 再 任 用局長 1 1 1管理部長 1 1 1総務課長 1 1 1課長 諫早市派遣 1 1 1総務第一係 5 1 6 3 9総務第二係 5 2 7 2 9経理班 11 11 11出納係 2 1 　 3 3車両班 1 2 4 7 2 928 0 2 0 0 2 4 2 0 38 7 45税務部長 　 1 1 1納税課長 　 1 1 1　 専門幹 1 1 1管理班 3 1 2 6 1 7納税第一班 5 1 6 6納税第二班 5 1 6 6納税第三班 5 5 5課税課長 1 1 1課税第一班 5 5 5課税第二班 7 1 8 8課税第三班 8 8 8島原出張所 4 4 1 546 0 4 0 0 2 0 0 0 52 2 54保健部長 1 1 1企画調整課長 1 1 1企画調整 3 2 2 1 8 2 10衛生課長 　 1 1 1食品薬務班 　 8 8 1 9監視指導班 4 4 4環境課長 　 1 1 1環境保全班 4 4 4検査班 3 3 5 8地域保健課長 1 1 1　 医師 1 1 1健康対策班 9 9 1 10保健福祉班 11 1 12 12大村市派遣 1 1 14 0 0 47 0 2 1 0 1 55 9 64次長兼農林部長 　 1 1 1農業振興課長 1 　 1 1農政推進班 2 7 9 9　 経営支援班 　 9 9 9技術普及第一課長 1 1 1農畜産・環境班 8 2 10 10　 野菜班 　 8 8 8西海事務所 8 8 8技術普及第二課長 1 1 1果樹班 7 1 8 8茶・花き班 6 6 63 3 32 0 0 60 3 0 0 0 0 65 0 65副部長 　 1 1 1衛生課長 　 1 1 1指導班 2 2 1 3防疫課長 1 1 1肉牛酪農班 3 3 3養豚養鶏班 2 1 3 3検査課長 1 1 1病性鑑定班 6 6 60 0 0 17 1 0 0 0 0 18 1 19現 業税務部 部 計管理部農林部(家畜保健) 小 計部 計保健部 諌早湾干拓事務所農林部(農業) 小 計 嘱 託職 員計事 務 職 技 術 運 転 士所 属部 計 併 任 総 計（職員＋ 嘱託 ）副部長 1 1 1検査指導幹 1 1 1用地管理課長 　 1 1 1用地管理班 5 1 1 2 9 4 13土地改良課長 　 1 1 1土地改良班 　 4 4 4農地防災班 　 4 4 4農村整備課長 1 1 1農村整備第一班 5 5 5農村整備第二班 5 5 5農道課長 1 1 1農道第一班 6 6 6農道第二班 4 4 46 1 7 5 126 0 1 39 1 1 2 0 0 50 9 59副部長 1 1 1林業課長 1 1 1林政班 7 1 8 8普及班 3 3 3森林土木課長 1 1 1森林管理班 3 3 1 4治山班 5 5 5林道班 5 5 50 0 0 26 0 0 1 0 0 27 1 288 0 1 142 5 1 3 0 0 160 11 171建設部長 1 1 1検査指導幹 1 1 1管理課長 1 1 1管理班 4 1 5 1 6用地課長 1 1 1用地班 7 1 8 4 12道路第一課長 1 1 1建設改良班 4 4 4維持舗装班 4 4 8 3 11道路第二課長 1 1 1幹線道路班 3 3 3河港課長 1 1 1河川班 5 5 5砂防防災班 3 3 3港湾漁港班 3 1 4 4都市計画課長 1 1 1計画・建設班 4 1 5 5建築課長 1 1 1指導開発班 6 1 7 1 8管理営繕班 3 3 313 0 1 42 1 0 0 4 3 64 9 7399 0 8 231 6 7 8 6 4 369 38 407総 計農林部(農村整備) 諌早湾干拓堤防管理事務所小 計農林部(林業) 小 計部 計部 計建設部 諫早市 大村市 長崎市 西海市 西彼杵郡 東彼杵郡 雲仙市 島原市 南島原市 備考納税 ○ ○ ○ ○ ○課税 ○ ○ ○ ○ ○島原出張所 ○ ○ ○ ※窓口業務のみ企画調整 ○ ○ ○保健衛生 ○ ○ ○環境 ○ ○ ○地域保健 ○ ○ ○農業振興 ○ ○ ○ ○ ○ ○技術普及第一課 ○ ○ ○ ○ ○ ※長崎市は、旧琴海町を除く技術普及第一課（西海事務所） ○ ○ ※西海市と長崎市内の旧琴海町を担当技術普及第二課 ○ ○ ○ ○ ○ ※長崎市は、旧琴海町を除く諫干事務所 ○ ※諫早湾干拓地の埋め立て地の営農者支援用地管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※東彼杵郡については、平成２１年度から所管※雲仙市は、諫早湾干拓堤防取り付け道路の島原半島取り付け部土地改良課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※東彼杵郡については、平成２１年度から所管農村整備課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※同上農道課 ○ ○ ○ ※現在、事業を担当している市町林業課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※東彼杵郡については、平成２１年度から所管森林土木課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※同上諫早湾干拓堤防管理事務所 ○ ○ ※雲仙市は、諫早湾干拓堤防取り付け道路の島原半島取り付け部衛生課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※東彼杵郡については、平成２１年度から所管防疫課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※同上検査課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※県下全域の病性鑑定業務（検査・分析業務）を担当管理課 ○ ○用地課 ○ ○道路第一課 ○ ○道路第二課 ○ ○河口課 ○ ○都市計画課 ○ ○建築課 ○ ○建築課（管理・営繕班） ○ ○ ○ ○ ○建設部税務部保健部農林部 県央振興局税務部 大村市 諫早市雲仙市島原市南島原市税務部島原出張所島原市新田町347-9税務部庁舎諫早市永昌東町9-26（諫早駅前民間オフィス）県央振興局保健部 波佐見町川棚町東彼杵町大村市 諫早市保健部庁舎諫早市栄田町26-49（県央保健所に継続配置）県央振興局農林部 波佐見町 川棚町東彼杵町大村市諫早市長与町西海市長崎市時津町 大村市農林部西海事務所西海市西彼町喰場郷736 農林部諫早湾干拓堤防管理事務所諫早市高来町金崎地先本庁舎（農林部）諫早市永昌東町25-8農林部諫早湾干拓事務所諫早市中央干拓131農林部家畜保健衛生庁舎諫早市貝津町3118県央振興局建設部 諫早市大村市 本庁舎（建設部）諫早市永昌東町25-8

（都市計画区域）
都市計画区域は、市町の中心地を含み、自然的・社会的条件、人口、土地利用、交通等の

現況及び推移を勘案し、一体の都市として総合的に整備、開発、保全する必要がある区域に
ついて知事が指定するもので、県央管内では、諫早市、大村市の２市について都市計画区域
が定められています。

（土地利用計画）
市街化区域及び市街化調整区域は、無秩序な市街化を防止し計画的な市街化を図ることを

目的として、都市計画区域を区分して定めるものです。市街化区域は、既に市街地を形成し
ている区域と今後概ね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域とからなり、
市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域です。当管内については、長崎都市計画区域に
おいて定められています。

用途地域などの地域地区は、都市計画における土地の自然条件及び土地利用の動向を考慮

して、住居の環境を保護し、商業・工業等の利便を増進し、災害、公害を防止する等良好な

都市環境の確保を図るために定められるものです。地域地区に関する都市計画は、県内では

１１種類が決定されており、当管内においては、用途地域、特別用途地域、高度利用地区、

準防火地域、風致地区、臨港地区の６種類が定められています。

（都市施設）
都市生活の向上、都市機能の維持増進を図るため、道路、公園、下水道等の都市施設がそ

れぞれの都市において都市計画決定され、市町事業あるいは県事業により逐次整備されてい
ます。
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２．都市公園の整備

○県立総合運動公園（諫早市宇都町）
・

・

３．下水道の整備

○大村湾南部流域下水道（大村湾南部処理区：諫早市、大村市）
・

陸上競技場については、ネーミングライツ（命名権）による愛称が決定し、平成28年
8月1日から「トランスコスモススタジアム長崎」となります。

第69回国体の開閉会式及び陸上競技が行われた県立総合運動公園
（写真中央：トランスコスモススタジアム長崎）

　大村湾南部浄化センター

　下水道は、現在の社会生活を行ううえで必要な都市施設であり、トイレの水洗化、周辺環
境の改善、水質の保全、雨水の排除等の機能を持っています。管内では、閉鎖性海域である
大村湾の水質保全を目的に諫早市と大村市にまたがる流域からなる流域下水道の整備を行っ
ています。

大村湾奥部の流域の1,644ｈａを対象とした県内唯一の流域下水道です。平成５年度に
事業に着手し、平成11年度に一部供用を開始し、現在まで順次供用開始区域を拡大し
ています。

　都市公園は、潤いのある生活環境や都市防災機能、生物の生息空間の形成等の機能を持っ
ています。管内では、景観の保全、県民へ広くスポーツ・レクリエーション活動の場を提供
することを目的に総合公園の整備を行っています。

第24回国体（昭和44年）の主会場として整備が行われた総合公園です。スポーツ施設
を中心に逐次整備を行っており、一部施設においては利用者の利便性向上のために、リ
ニューアルや照明灯設置などを実施しました。平成19年度に第69回国体（平成26
年）の開閉会式会場に決定したことから、平成20年度より公園の基本設計等に着手
し、陸上競技場をはじめとした施設整備を行い、平成26年にがんばらんば国体及びが
んばらんば大会が開催されました。
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１４．市町合併の状況

地方自治体を取り巻く環境は、人口減少、少子高齢化の進行、国・地方を通じた厳しい財

政、増大する広域行政への対応など、非常に厳しい状況となっています。
このような中、住民の多様な行政需要に的確に対応し、効率的な行財政運営を行うための

有効な手段のひとつとして、市町村合併に取り組みました。
県央管内では、平成17年３月１日に、諫早市、北高来郡４町及び西彼杵郡多良見町が合併

し、新生・諫早市として新たな一歩を踏み出しました。

平成22年10月1日現在

市 名 沿 革 施行年月日 関 係 市 町 村 沿 革 施 行 年 月 日

諫早市 市制施行 平17. 3. 1 諫早市 市制施行（合併） 昭15.9.1

多良見町 町制施行 昭40.11.23

森山町 町制施行 昭44.4.1

飯盛町 町制施行 昭40.4.1

高来町 合併 昭31.9.20

小長井町 町政施行 昭41.11.1

大村市 大村市 市制施行 昭17. 2.11

※昭38.7.1

　東彼杵町武留路郷編入
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県央振興局

県央地域の事務所再編

１５．地方機関の再編（平成21年4月1日）

（１）　再編前と再編後の体制

諫早県税事務所

長崎県県央振興局は、地方機関の再編により、県央地区・長崎地区・島原地区にあった９
つの事務所を再編・統合し、平成21年4月に開局しました。

島原県税事務所

長崎農業改良普及センター

県央農業改良普及センター

中央家畜保健衛生所

県央農村整備事務所

長崎林業事務所

諫早土木事務所

管理部

税務部

保健部

農林部

建設部

県央保健所

各事務所の経理・
総務を集約
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（２）　県央振興局各部の所管区域

部名 課　　名

諌

早

市

大

村

市

長

崎

市

西

海

市

西

彼

杵

郡

東

彼

杵

郡

島

原

市

雲

仙

市

南

島

原

市

備 考

管理部 課長（地域づくり支援担当） ○ ○

納税課 ○ ○ ○ ○ ○

課税課 ○ ○ ○ ○ ○

島原出張所 ○ ○ ○ 窓口業務のみ

企画調整課 ○ ○ ○

衛生課 ○ ○ ○

環境課 ○ ○ ○

地域保健課 ○ ○ ○

農業企画課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

長崎地域普及課 ○ ○ 長崎市は、旧琴海町を除く

諫早地域普及課 ○

大村・東彼地域普及課 ○ ○

諫早湾干拓営農支援センター ○

西海事務所 ○ ○ 長崎市は、旧琴海町のみ

衛生課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

防疫課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

検査課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
県下全域の病性鑑定業務（検査・分析
業務）を担当

用地管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

土地改良課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

農村整備課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

農道課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

諌早湾干拓堤防管理事務所 ○ ○
雲仙市は、諌早湾干拓潮受堤防の一部
及び堤防道路の島原半島取付部

林業課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

森林土木課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

管理課 ○ ○

用地課 ○ ○

道路第一課 ○ ○

道路第二課 ○ ○

河港課 ○ ○

都市計画課 ○ ○

建築課 ○ ○

   〃　管理営繕班 ○ ○ ○ ○ ○

税務部

保健部

農林部

建設部
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県央振興局税務部

大村市

諫早市

雲仙市

島原市

南島原市

税務部島原出張所

島原市新田町347-9
税務部庁舎

諫早市永昌東町9-26

（諫早駅前民間オフィス）

県央振興局保健部

波佐見町

川棚町

東彼杵町

大村市

諫早市

保健部庁舎

諫早市栄田町26-49

（県央保健所に継続配置）
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県央振興局農林部

県央振興局建設部

諫早市

大村市

本庁舎（建設部）

諫早市永昌東町25-8

県央振興局農林部

波佐見町

川棚町

東彼杵町

大村市

諫早市

長与町

西海市

長崎市

時津町

大村市

農林部西海事務所

西海市西彼町喰場郷736

農林部諫早湾

干拓堤防管理事務所

諫早市高来町金崎地先

本庁舎（農林部）

諫早市永昌東町25-8

農林部諫早湾

干拓事務所

諫早市中央干拓131

農林部家畜保健衛生庁舎

諫早市貝津町3118

 

 

 

 

 

 

 



＜県央振興局　組織変遷＞
（年 度）

昭和25年 東彼北高地方事務所 南高来地方事務所 大村保健所 諫早保健所 福江家畜保健衛生所 諫早土木出張所

昭和26年 　　　　　　税務課 　　　　　税務課 庁舎新築移転 諫早家畜保健衛生所 福江家畜保健衛生所

（大村市西三城町） 青方支所

昭和27年  長崎家畜保健 西海家畜保健 上五島家畜保健衛生所

昭和28年       衛生所      衛生所

昭和29年

昭和30年 諫早県税事務所 島原県税事務所 大村家畜保健 農業改良事務所

昭和31年 　　　　衛生所 県央地区12ヵ所設置 諫早土木事務所

昭和32年 諫早耕地事業所 諫早治山事業所

昭和33年 新庁舎へ移転 農業改良普及所に

（諫早市永昌東町） 名称変更

昭和34年 西彼耕地事業所

昭和35年

昭和36年 西彼耕地事務所 諫早耕地事務所

昭和37年

昭和38年 諫早林業事務所

昭和39年 長崎耕地事務所

（長崎市本原町へ移転）

昭和40年 長崎林業事務所

昭和41年

昭和42年 総合庁舎へ移転

（現島原振興局）

昭和43年 合同庁舎へ移転 中央家畜保健衛生所 中央家畜保健衛生所 上五島町駐在 諫早地区 大村地区 長崎地区 西彼地区 大瀬戸地区 諫早大村地方 諫早大村地方

（現県央振興局） 庁舎新築移転 福江支所 農改普及所 農改普及所 農改普及所 農改普及所 農改普及所 開発振興局 開発振興局

（時津町へ）

昭和44年 庁舎新築移転 長崎市江戸町へ移転

昭和45年 （諫早市栄田町） 長崎市内へ移転

昭和46年 長崎耕地事務所に合併 諫早土木事務所

昭和47年

昭和48年

昭和49年 中央家畜保健衛生所 諫早農業改良 大村農業改良 長崎農業改良 西彼農業改良 長崎耕地事務所 長崎林業事務所

昭和50年 五島支所 普及所 普及所 普及所 普及所 長崎市出島町へ移転 諫早事業所 諫早市駐在 長崎市出島へ移転

昭和51年

昭和52年

昭和53年 諫早耕地事務所

昭和54年

昭和55年 庁舎新築移転

昭和56年 （諫早市貝津町） 西海畑総事業所

～

平成  6年 諫早農業改良 大村農業改良 長崎農業改良 西彼農業改良 廃　止　 

平成  7年 普及センター 普及センター 普及センター 普及センター

平成  8年

平成  9年 県央保健所 長崎市城栄町へ移転 長崎市城栄町へ移転

平成10年

平成11年

平成12年 廃　止 諫早湾干拓堤防

平成13年 県央農業改良 長崎農業改良 長崎農村 諫早農村 管理事務所

平成14年 普及センター 普及センター 整備事務所 整備事務所 （諫早耕地事務所内）

平成15年

平成16年

平成17年

平成18年

平成19年 県央農村

事務所移転 整備事務所

（県南保健所）

平成20年 諫早湾干拓支所

平成21年 県央振興局管理部 県央振興局税務部 県央振興局税務部 県央振興局保健部 県央振興局農林部 五島振興局農林水産部 県央振興局農林部県央振興局農林部 県央振興局農林部 県央振興局農林部 県央振興局農林部 県央振興局農林部 県央振興局建設部

島原出張所 （県央保健所） （中央家畜保健衛生所）（五島家畜保健衛生所） （普及） 西海事務所 諫早湾干拓事務所 （農村整備） 諫早湾干拓堤防 （林業）

管理事務所

平成23年 県央振興局農林部

諫早湾干拓営農

支援センター

税 務 部 保 健 部 建 設 部農 林 部管理部
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